
 

 

 

 

 

 

 

留寿都村 
 

一般廃棄物処理基本計画 
 

（平成26年度～平成35年度） 
 

 

 

平成２６年 ３ 月 
 

 

留寿都村 



 

 

目      次 

 

 

第１章 計画策定の趣旨・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 １ 計画策定の背景と目的・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 ２ 計画の構成・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 ３ 計画対象区域・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 ４ 計画収集人口・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

 ５ 対象廃棄物・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

 ６ 計画期間と目標年次・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

 

 

第２章 留寿都村の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

 １ 地勢・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

 ２ 気象・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

 ３ 人口・世帯数等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

 ４ 産業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

 ５ 土地利用の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

 ６ 観光客入込客数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

 ７ 将来の構想（第５次留寿都村総合計画）・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

 

 

第３章 ごみ処理の現況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

 １ ごみの排出量・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

 ２ ごみ処理体系・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

 ３ 最終処分の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 

 

 

第４章 関連計画等の整理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９ 

 １ 計画の性格と位置づけ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９ 

 ２ 羊蹄山麓地域の一般廃棄物処理基本計画（ごみ処理基本計画）・・・・・・・・２０ 

 

 

第５章 将来のごみ量の予測・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２ 

 １ 人口及び観光客入込客数の予測・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２ 

 ２ 種類別ごみ発生量の予測・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３ 

 ３ 資源化・リサイクル率の予測・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６ 

 ４ 最終処分量の予測・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８ 



 

 

 

第６章 ごみ処理の課題・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３０ 

 １ 収集・運搬の課題・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３０ 

 ２ 減量化・資源化の課題・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３０ 

 ３ 生ごみ広域処理施設の整備に係る課題・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３１ 

 ４ 最終処分場の課題・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３１ 

 

 

第７章 ごみ処理基本計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３２ 

 １ 基本理念・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３２ 

 ２ 計画の目標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３２ 

 ３ 基本方針に基づく今後の取り組み・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３５ 

 ４ 分別して収集するものとしたごみの種類及び分別の区分・・・・・・・・・・・３８ 

 ５ ごみの適正処理及びこれを実施する者に関する基本的事項・・・・・・・・・・３９ 

 ６ 収集・運搬体制計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４０ 

 ７ 中間処理計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４３ 

 ８ 最終処分計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４６ 

 ９ その他ごみに関し必要な事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４６ 

 

 

第８章 生活排水処理基本計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４７ 

 １ 計画策定の趣旨・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４７ 

 ２ 基本方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４７ 

 ３ 生活排水の排出の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４８ 

 ４ 生活排水の処理体系及び処理主体・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４９ 

 ５ 生活排水処理基本計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５０ 

 



第１章 計画策定の趣旨 

   - 1 -  

第１章 計画策定の趣旨 

 

１ 計画策定の背景と目的 

 

  一般廃棄物処理基本計画は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第

137号。以下「廃棄物処理法」という。）第６条第１項の「市町村は、当該市町村の区

域内の一般廃棄物の処理に関する計画を定めなければならない」という規定により、定

められています。 

  本村のごみ処理に関しては、平成18年に有料化して以来、着実にごみの減量化が進ん

でいるところでありますが、羊蹄山麓７町村の広域処理を行っている可燃ごみは、平成

27年３月に倶知安町の焼却炉が稼働を終えるに当たり、新たなごみ処理方法へと移行す

る外、真狩村、喜茂別町及び京極町との４町村の広域処理を行っている生ごみは、平成

25年３月に真狩村食品リサイクルセンターが稼働できなくなっており、ごみ処理の大き

な転換期を迎えることとなっています。 

  本計画は、長期的・総合的視点に立って、今後の循環型社会の形成とごみの適正な処

理を進めるための各種施策についての基本的な方向を示すものです。 

 

 ２ 計画の構成 

 

  一般廃棄物処理計画は、図1-2-1 に示すとおり、「一般廃棄物処理基本計画」と「一

般廃棄物処理実施計画」から構成されます。また、基本計画と実施計画はそれぞれ、ご

みに関する部分の「ごみ処理基本計画」及び生活排水に関する部分の「生活排水処理基

本計画」から構成されています。本計画は、下記の「一般廃棄物処理基本計画」に位置

付けられます。 

 

 

図1-2-1 一般廃棄物処理計画の構成図 

 

一般廃棄物処理計画 

一般廃棄物処理基本計画（本計画） 一般廃棄物処理実施計画 

ごみ処理基本計画 
生活排水処理 
基本計画 

ごみ処理実施計画 
生活排水処理 
実施計画 

 目標年次を概ね10年から15年先において、概
ね５年ごと改定するほか、計画策定の前提とな
っています。諸条件に大きな変更があった場合
には見直しを行うことが適切です。 

 毎年度末までに次年度に関するごみ及
び生活排水処理について策定する必要が
あります。 

 

 ３ 計画対象区域 

 

   本計画の計画対象区域は、留寿都村全域とします。 
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 ４ 計画収集人口 

 

   本計画の計画収集人口は、全行政区域内人口とします。 

 

 ５ 対象廃棄物 

 

   本計画で対象とする廃棄物は、廃棄物処理法に基づく一般廃棄物とします。 

 

 ６ 計画期間と目標年次 

 

  本計画は、平成26年度から平成35年度までの10年間を計画期間とし、社会状況の変化

に対応する必要があるとされた場合は、計画目標年次にこだわらず、計画の見直しを行

うことができるものとします。 

 

計画期間 ： 平成２６年度から平成３５年度までの１０年間 

 

目標年次 ： 平成３５年度 

 

 

年度 

区分 
23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 

一般廃棄物処

理基本計画 

  

計
画
策
定 

 

ご
み
処
理
方
式
変
更 

       

計
画
目
標
年
次 

羊蹄山麓地域

廃棄物広域処

理連絡協議会 

広
域
計
画
策
定 

   

ご
み
処
理
方
式
変
更 

      

広
域
計
画
目
標
年
次 
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第２章 留寿都村の概要 

 

 １ 地 勢 

 

  留寿都村は、北海道西部の後志地方の南にあって、北緯42度44分、東経140度47分に

位置しています。面積は119.92k㎡、距離は南北11km、東西18kmで後志総合振興局管内

では16番目の面積を持ち、北に尻別岳、北西に羊蹄山、東南に貫気別山など、周囲を山

に囲まれた高原となっています。 

  境界は北東を喜茂別町、東を胆振総合振興局管内の伊達市大滝地区、北を真狩村と接

し、南は胆振総合振興局界の貫気別川をはさんで洞爺湖町と接しています。 

 

 
 

 ２ 気 象 

 

  平成24年度の気象状況について、表2-2-1及び図2-2-1で示します。 

  気候は、内陸性気候を呈していますが、羊蹄山、尻別岳をはじめ周囲に山岳が多いた

め、日照時間が短く、平均気温は5.9℃で風向きは夏季が南西風、冬季は北西風が強い

です。 

  降水量は、11月が最も多く224mm、降雪量は12月が最も多く224cmを記録しています。 
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表2-2-1 平成24年度の気象状況 
平均気温 降水量 降雪量 平均風速 日照時間
（℃） （㎜） （㎝） （m/s） （h）

１月 -10.1 44.0 145 1.6 74.1
２月 -8.2 56.0 154 2.1 73.9
３月 -3.2 28.0 101 1.9 131.0
４月 2.8 58.5 44 1.8 158.5
５月 10.5 52.5 0 1.7 188.1
６月 14.9 48.0 0 1.0 191.0
７月 19.2 72.5 0 1.0 173.5
８月 21.0 199.0 0 0.9 147.4
９月 18.6 182.5 0 0.7 141.1

１０月 9.2 183.0 0 1.5 126.6
１１月 2.5 223.5 110 1.9 54.6
１２月 -6.8 147.0 224 2.0 35.2
年平均 5.9 107.9 1.5 124.6
合　計 1,294.5 1,495.0

資料：札幌管区気象台喜茂別測候所（平成24年） 

 

 

図2-2-1 平成24年度の気象状況 
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 ３ 人口・世帯数等 

 

(１) 行政人口と世帯 

     本村の過去10年間の人口及び世帯数の推移を表2-3-1及び図2-3-1で示します。 

  人口については、平成17年度をピークに減少傾向にあります。 

 

表2-3-1 人口・世帯数の推移 

人口 増減 世帯数 増減 世帯当たり人口
（人） （％） （世帯） （％） （人／世帯）

平成15年度 2,110 870 2.4
平成16年度 2,112 0.1 890 2.3 2.4
平成17年度 2,136 1.1 904 1.6 2.4
平成18年度 2,119 -0.8 905 0.1 2.3
平成19年度 2,067 -2.5 889 -1.8 2.3
平成20年度 2,025 -2.0 885 -0.4 2.3
平成21年度 1,990 -1.7 866 -2.1 2.3
平成22年度 1,992 0.1 882 1.8 2.3
平成23年度 1,932 -3.0 864 -2.0 2.2
平成24年度 1,938 0.3 873 1.0 2.2
注）　平成24年度の人口及び世帯数には、外国人を含む。  

資料：各年度末住民基本台帳 

 

 

図2-3-1 人口・世帯数の推移 
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(２) 人口動態 

  人口動態を社会動態と自然動態に区分し、更に社会動態を転入及び転出に、自然

動態を出生及び死亡に区分した過去５年の動態を表2-3-2及び図2-3-2で示します。 

  社会動態の減少が、人口減少の要因であることが分かります。 

 

表2-3-2 人口動態の推移 

 

人口動態
出生 死亡 増減① 転入 転出 増減② 増加 減少 増減③ ①＋②＋③

平成20年度 19 25 -6 132 169 -37 1 0 1 -42
平成21年度 26 19 7 124 166 -42 0 0 0 -35
平成22年度 24 20 4 116 118 -2 0 0 0 2
平成23年度 19 23 -4 65 121 -56 0 0 0 -60
平成24年度 18 23 -5 110 124 -14 25 0 25 6

自 然 動 態 社 会 動 態 そ の 他

資料：住民基本台帳年報 

 

図2-3-2 人口動態の推移（自然動態・社会動態） 
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(３) 年齢別人口 

     本村の年齢別人口の推移を図2-3-3で示します。 

  平成22年の国勢調査によると、本村の年齢３区分の人口割合は、年少人口（15歳

未満）が13.0％、生産年齢人口（15歳～64歳）が62.1％、老齢人口（65歳以上）が

24.9％となっています。 

  過去の調査結果と比較すると、年少、生産年齢人口が減少し、老年人口の増加が

見られ少子高齢化がすすんでいます。 

 

 

図2-3-3 年齢別人口の推移 
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資料：国勢調査 

 

 ４ 産 業 

 

  本村の産業別就業人口構成比の推移を図2-4-1で示します。 

  平成22年の国勢調査によると、産業別就業人口構成は、第１次産業が33.6％、第２次

産業が6.9％、第３次産業が59.5％となっています。 

  第１次産業就業人口構成比が減少し、第３次産業就業人口構成比が増加する傾向があ

りましたが、平成22年の国勢調査では、第１次産業就業人口構成比が増加し、第３次産

業就業人口構成比が減少しています。 
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表2-4-1 産業別就業人口構成比の推移 
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資料：国勢調査 

 

 ５ 土地利用の状況 

 

  本村の地目別面積構成を表2-5-1及び図2-5-1で示します。 

  本村の地目別面積構成では、「山林」の63.69 が最も高く、次いで「畑」の26.75 、

「原野」の11.16 が続いています。 

 

 

表2-5-1 地目別面積 

 

区分 畑 宅地 山林 牧場 原野 雑種地 その他 合計

面積( ) 26.75 1.39 63.69 3.93 11.16 2.34 10.66 119.92

構成比(％) 22.3 1.2 53.1 3.3 9.3 1.9 8.9 100.0

 
資料：固定資産の価格当の概要調書（平成23年１月１日現在） 
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図2-5-1 地目別面積構成比 

 

53.1

9.3

8.9

1.9
1.23.3

22.3

山林
畑
原野
その他
牧場
雑種地
宅地

資料：固定資産の価格当の概要調書（平成23年１月１日現在） 

 

 ６ 観光客入込客数 

 

  観光客入込客数（平成23年度）は道外客約48万人、道内客約88万人、合計で約136万

人であり道内有数の観光地であります。 

 

 

表2-6-1 観光客入込客数 

 

1,334.7 1,289.1 1,310.4 1,360.0

区分１ 道外客 448.5 432.5 433.8 475.3

道内客 886.2 856.6 876.6 884.7

区分２ 日帰客 952.0 928.2 971.3 1,018.4

宿泊客 382.7 360.9 339.1 341.6

（単位：千人）
平成23年度

382.7 364.0 339.1 341.6宿泊延べ数

項　　　目

総数

平成20年度 平成21年度 平成22年度

 

資料：北海道観光入込客数調査 
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 ７ 将来の構想（第５次留寿都村総合計画） 

 

留寿都村の基本構想は「笑顔とやさしさにふれる共創の村 留寿都」とされ、詳細

施策・事業の中には環境保全などが謳われています。 

 

 

 

○一人ひとりの行動が力となる「自主・自立の村づくり」 

住民相互が支え合い、助け合う地域を目指し、より良いコミユニティづくりを促進し

ます。 

 

○活力と働く場を生み出す「元気な産業の村づくり」 

様々な規模や経営方針を持つ農業者が、それぞれ創意工夫を生かしながら営農を継続

させることができるよう、取り組みを支援する施策を行います。 

 

○住み続けたいという人を大切にする「住み良い環境の村づくり」 

今後の村づくりの方向性を踏まえながら、総合的・長期的な視点での土地利用を検討

します。 

土地の浸食を防止し、流量を確保するために、河川の適切な維持管理に努めます。 

 

○小さい村ならではの「心あたたまる福祉の村づくり」 

自分の健康は自分で守る健康意識を高めながら、各年代に応じた保健事業を実施し住

民の健康を守ります。 

 

○子どもも大人も学びを楽しめる「生涯学習の村づくり」 

「住みよい村づくり」に向けて、人が人間らしく生きるために求められる学び、社会

をつくるために求められる学びができるようにします。 

地域の特性を活かし、住民の多様な学習ニーズに対応した学習機会の充実に努めると

ともに、まちづくり活動につながるよう促進します。 
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第３章 ごみ処理の現況 

 

 １ ごみの排出量 

 

 （１） 一般廃棄物の年間排出量 

① 人口と一般廃棄物の年間排出量 

      人口と一般廃棄物の年間排出量の推移を表3-1-1及び図3-1-1で示します。 

     行政区域内の人口は、平成15年度から平成24年度の10年間で、8.2％減少して

います。ただし、ごみの排出量には、観光客入込客数も考慮する必要があります。 

     一般廃棄物の排出量は、平成15年度からの10年間で37.8％減少し、平成20年度

からの直近５年間で10.3％減少しています。 

 

表3-1-1 人口と一般廃棄物の年間排出量 

 

（単位：人・トン） 

年度

種別 
H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 

人 口 2,110 2,112 2,136 2,119 2,067 2,025 1,990 1,992 1,932 1,938 

観光客      3,657 3,532 3,590 3,726  

計      5,682 5,522 5,582 5,658  

排出量 1,123 1,144 1,111 1,005 801 778 714 697 678 698 

 注） 観光客の数は、年間観光客入込客数を365で除して得た数である。 

 

 

図3-1-1 人口と一般廃棄物の年間排出量 
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② 種類別のごみ排出量 

      種類別ごみ排出量及び構成比の推移を表3-1-2及び図3-1-3で示します。 

     生ごみは、村内のリゾート施設が自己処理することとなった平成18年度から大

きく減少しています。 

     一般廃棄物の排出量は、平成15年度からの10年間で大きく減少していますが、

各種別ごとにもその傾向がうかがえます。 

 

表3-1-2 種類別ごみ排出量 

 

（単位：トン） 

年度 

種別 
H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 

可 燃 322 362 394 396 350 353 306 307 305 318 

不燃・粗大 91 112 108 174 83 77 74 69 69 71 

うち不燃 65 72 78 91 76 71 66 63 61 64

うち粗大 26 40 30 83 7 6 8 6 8 7

資 源 318 330 274 280 250 235 227 216 202 210 

生ごみ 415 338 322 126 112 108 102 99 98 94 

有害・その他 3 2 13 29 6 5 5 6 4 5 

合 計 1,149 1,144 1,111 1,005 801 778 714 697 678 698 

 

 

図3-1-2 種類別ごみ排出量構成比 
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 ２ ごみ処理体系 

 

 （１） ごみの種類・分別区分及びその収集体制の状況 

     ごみの種類・分別区分及びその収集体制の状況を表3-2-1で示します。 

 

 

表3-2-1 ごみの種類・分別区分及びその収集体制の状況 

 

種類 分別区分 排出方法 収集方法 収集回数 

燃
や
せ
る
ご
み 

紙くず、貝殻、布類、木竹類、食

用廃油（固形）、鳥・豚・牛の

骨、トウモロコシの芯、紙ｵﾑﾂ、

衛生用品など 

指定専用袋（赤色） 
ごみステー

ション方式 
週１回 

燃
や
せ
な
い
ご
み 

ゴム、皮類、ガラス類、金属類、

せともの類、アルミホイル、スプ

レー缶、一斗缶、ガラスの油びん

など 

指定専用袋（青色） 
ごみステー

ション方式 
月２回 

粗
大
ご
み 

机、椅子、タンス、書棚等の木製
家具、梱包材、板きれ、倒木類、
剪定枝等の木製のもの、電子レン
ジ、石油ストーブ等の家電製品、
自転車、三輪車等の金属製品、布
団、ソファー、絨毯等の木製以外
のもの、スキー、スキー靴、90㍑
以内の石油タンク、断熱材など 

ごみ処理券貼付 
 

戸別回収 月１回 

生
ご
み 

台所の生ごみ、魚の骨、野菜・肉
のくず、残飯、果物くず、卵の殻
など 

指定専用袋（生分解性袋） 
ごみステー
ション方式 

週２回 

資
源
ご
み 

空き缶（スチール・アルミ）・空

きびん・ペットボトル 
透明袋 

ごみステー

ション方式 

週１回 

その他プラ製容器包装 透明袋 週１回 

ミックスペーパー 白地の紙袋 

月２回 新聞・チラシ・雑誌・書籍・段ボ

ール・紙（牛乳類）パック 
ひもで結束 

紙製容器包装 
透明袋 

月２～３

回 

古着・古布 
役場及び公民館に置く専用の回収ボックスに

自ら搬入 
随 時 使用済み食用油 

使用済小型電子機器等 

有
害
ご
み 

蛍光灯・電球・体温計 
透明袋 ごみステー

ション方式 
月１回 

乾電池 電池回収箱 
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 （２） 村では収集及び処分しないごみ 

     本村による直接又は委託収集及び処分しないごみを表3-2-2で示します。 

 

表3-2-2 村では収集・処分しないごみ 

 

分  類 ごみの種類 適 用 

家電リサイクル法（対象

機器） 

テレビ、エアコン、洗濯機・乾燥機、冷

蔵庫・冷凍庫 

販売店など取扱店 

資源有効利用促進法（指

定再資源化製品） 

小型二次電池（充電式電池） 販売店など取扱店 

専用ﾘｻｲｸﾙﾎﾞｯｸｽ 

自動車リサイクル法 自動車 販売店など取扱店 

特別管理一般廃棄物 注射針等感染性のおそれのあるもの、電

気機器などに含まれるＰＣＢ（ポリ塩化

ビフェニル）使用部品、特定の焼却施設

から生じたばいじん等 

専門機関など 

危険物 プロパンガスボンベ、バッテリー、消火

器、ガソリン、灯油、ベンジン、劇薬等 

販売店など取扱店 

一般廃棄物の広域的処理

に係る特例の対象となる

廃棄物のうち右欄に掲げ

るもの 

二輪車（バイク）、ＦＲＰ船、ＰＣプリ

ンター用インクカートリッジ、火薬類 

販売店など取扱店 

専門機関 

適正処理困難物 タイヤ 販売店など取扱店 

許可業者 

大量のごみ、事業系ごみ 

 

土砂、灰、石、コンクリートブロック、

倒木・剪定木、家屋解体廃材、ドラム

缶、屋外用灯油タンク（個人以外）、農

機具（取扱店等が引受したものは村で処

分しない） 

販売店など取扱店 

許可業者 

動物の死体のうち右欄に

掲げるもの 

化製場に関する法律第１条に定める「獣

畜」（牛・馬・豚・めん羊・山羊）、所

有者が特定できる犬と猫、指定専用袋

（40リットル）に入らない大きさのもの 

専門機関など 
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 （３） ごみ処理の体制の現状 

     ごみ処理の体制の現状を図3-2-1で示します。 

 

図3-2-1 ごみの種類・分別区分及びその収集体制の状況 

品  目  収集・運搬  中間処理  最終処分 
       
燃やせるごみ ⇒ 収集運搬 ⇒ 倶知安町へ委託 ⇒ 最終処分場 

  (村・委託)  倶知安町清掃セ  (焼却残渣) 

    ンター（焼却）   
       
燃やせないごみ ⇒ 収集運搬 ⇒ 蘭越町へ委託 ⇒ 最終処分場 

  (村・委託)  蘭越町粗大ごみ  (破砕残渣) 

粗大ごみ ⇒ 戸別回収運搬 ⇒ 処理施設（分別   

  (村・委託)  破砕）   
       
生ごみ ⇒ 収集運搬 ⇒ 真狩村へ委託 ⇒ 再生利用 

  (村・委託)  真狩村食品リサ   

    イクルセンター   

    （堆肥化）    

資源ごみ       

空き缶（スチール・ ⇒ 収集運搬 ⇒ 委託(圧縮保管) ⇒ 再生利用 

アルミ）・空きびん  (村・委託)     

・ペットボトル       

その他プラ製容器包 ⇒ 収集運搬 ⇒ 委託(圧縮保管) ⇒ 再生利用 

装  (村・委託)     

新聞・チラシ・雑誌 ⇒ 収集運搬 ⇒ 委託処理 ⇒ 再生利用 

・書籍・段ボール・  (村・委託)     

紙（牛乳類）パック       

紙製容器包装 ⇒ 収集運搬 ⇒ 委託処理 ⇒ 再生利用 

  (村・委託)     

古着・古布 ⇒ 役場及び公民館に置く専用の回収ボックスに ⇒ 再生利用 

使用済み食用油 ⇒ 自ら搬入（事業者引渡し） ⇒ 再生利用 

使用済小型電子機 ⇒  ⇒ 再生利用 

器等     
       
有害ごみ ⇒ 収集運搬 ⇒ 委託処理 ⇒ 無害化処理 

  (村・委託)     

  現時点において、真狩村食品リサイクルセンターは休止しており、代替施設の建設等の

対応を検討しているところです。それまでの間は、真狩村において、民間施設において委

託処理（堆肥化）しています。 
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 （４） その他ごみの収集運搬に関すること 

① ごみステーションに関すること 

     留寿都村では、ごみステーションに出されたごみを収集し、運搬します。ご

みステーションは約60箇所あり、ごみ集積箱を村が無償貸与で各町内会・地区

に設置しています。 

     ごみステーションは、町内会・地区単位で位置を協議決定し、町内会・地区

が管理・清掃を行います。 

 

② 留寿都村の委託収集運搬に関すること 

     留寿都村は、収集運搬業者によって委託収集を行っています。 

     廃棄物処理法第６条の２及び留寿都村廃棄物の処理及び清掃に関する条例

（昭和57年留寿都村条例第13号）第７条の規定に基づき、生活環境の保全上支

障が生じないうちに収集運搬するものとし、実施に当たっては、廃棄物の処理

及び清掃に関する法律施行令（昭和49年政令第300号）第３条に定める「一般

廃棄物処理基準」ほか関係法令等の定めるところにより行います。また、「委

託業務仕様書」を定め、適正な処理に努めています。 

 

③ ごみ処理の有料に関すること 

     留寿都村では、平成18年７月１日から、「燃やせるごみ」「燃やせないご

み」及び「生ごみ」について、有料の専用指定袋に入れて排出することとして

います。適正に分別され、ゴミステーションへ排出されたごみを収集・運搬し、

処分しています。 

また、粗大ごみについても、平成18年７月１日から有料化されており、事前

に申込みいただき、所定のごみ処理券が貼付された粗大ごみを戸別回収してい

ます。 

     「資源ごみ」は、市販の透明の袋に入れて（ミックスペーパーは白地の紙袋

に入れて、新聞及び雑誌等はひもで結束して）排出することとし、適正に分別

され、ごみステーションへ排出されたごみを収集・運搬し、処分しています。 

     「有害ごみ」のうち蛍光灯、電球及び体温計は市販の透明の袋に入れて、乾

電池は、ごみステーションにある電池回収箱に入れて排出することとし、適正

に分別され、ごみステーションへ排出されたごみを収集・運搬し、処分してい

ます。 
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 ３ 最終処分の状況 

 

留寿都村の最終処分は、焼却残渣、不燃ごみ及び粗大ごみの破砕残渣を直接埋め立て

処分しており、その合計量が最終処分量となります。 

最終処分場に搬入した焼却残渣及び破砕残渣の推移を表3-3-1で示します。 

また、最終処分場に搬入されたものの算定容量( )及びこれに基づく最終処分場の使

用容量の割合（％）の推移を表3-3-2及び図3-3-1で示します。 

更に、最終処分場の施設の状況を表3-3-3で示します。 

 

表3-3-1 最終処分場に搬入した焼却残渣及び破砕残渣の推移 

（単位：トン） 

年度 

種別 
H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 

焼却残渣 46 46 53 59 63 54 64 47 50 52 

不燃ごみ 26          

破砕残渣 35 79 81 143 78 75 66 58 61 59 

合 計 107 125 134 202 141 129 130 105 111 111 

注 平成15年４月から９月までは不燃ごみを搬入し、平成15年10月からは不燃ごみの搬入を

止め、破砕残渣を搬入している。 

 

表3-3-2 最終処分場に搬入されたものの算定容量( )及びこれに基づ 

く最終処分場の使用容量の割合（％）の推移 

測量実施年度 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 水平満杯

算定容量( ) 869.3 1122.4 1173.4 1343.0 1398.2 1609.3  1845.3 3097.5 

使用容量(％) 28 36 38 43 45 52  60 100 

注 平成16年度以前及び平成23年度は、調査（測量）を実施していない。 

 

図3-3-1 最終処分場に搬入されたものの算定容量( )及びこれに基づ 

く最終処分場の使用容量の割合（％）の推移 
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表3-3-3 最終処分場の施設の状況 

 

 

名 称 留寿都村一般廃棄物最終処分場 

処 分 主 体 留寿都村 

対 象 ご み 焼却残渣（主灰）、焼却残渣（飛灰）、破砕ごみ・処理残渣 

所 在 留寿都村字豊岡352番地１他 

竣 工 平成14年11月 

施 設 人 員 １人 

埋 立 面 積 900㎡ 

埋立容積（期間） 3,836 （７年） 

残 余 の埋立容量 約 1,300  

遮 水 工 ポリエチレンシート（1.5mm）、不織布（10mm×３層） 

埋 立 構 造 準好気性埋立 

埋 立 工 法 サンドイッチセル工法 

浸

出

水

処

理

施

設 

処 理 方 式 接触曝気＋凝集沈殿＋砂ろ過＋消毒 

処 理 能 力 ４m3／日 

敷地面積構造 399㎡（RC造） 

設

計

放

流

水

質 

ｐH 6.5 ～ 8.5 

ＢＯＤ 20mg／l以下 

ＣＯＤ －mg／l以下 

ＳＳ 10mg／l以下 

大腸菌群数 3,000 個／cm2以下 

ダイオキシン類 10pg－TEQ／l以下 

供 用 平成14年12月供用開始 

備 考 ○ 200 ／年以下、埋立予定平成22年度だが平成29年度頃まで使

用可能。更に、平成27年度からの可燃ごみの固形燃料化処理によ

り、平成47年度頃まで使用可能。 

○ 散水は上水を使用 
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第４章 関連計画等の整理 

 

 １ 計画の性格と位置づけ 

 

 本計画は、廃棄物処理法第６条第１項の規定に基づき策定するものであり、本計画を

本村における廃棄物行政の最上位計画として位置づけ、ごみの発生抑制・再使用・再生

利用・適正処分を計画的かつ適正に行うための基本的な考え方を整理し、具体化する施

策等をとりまとめます。 

 また、策定に際しては、国の指針に基づくとともに、「留寿都村総合計画」等と整合

を図りつつ、関連方針・関連計画・事業計画との調整に努めるものとします。 

 
図4-1-1 本計画の位置づけ 

 

 国  北海道   留寿都村  
       

環境基本法 
 北海道循環型社会

推進基本計画 

 第５次留寿都村総

合計画 
     

循環型社会形成推進

基本計画 

 北海道廃棄物処理

計画 

 留寿都村廃棄物の

処理及び清掃に関

する条例    

廃棄物の処理及び清

掃に関する法律 

   

  

 

資源有効利用促進法   
   

各種リサイクル法 

（※Ⅰ） 

 

  

 

 

 

留寿都村一般廃棄物処理基本計画   

ごみ処理基本計画 生活排水処理基本計画  ごみ処理基本計画 

（羊蹄山麓地域廃棄物
広域処理連絡協議会） 

（※Ⅰ）容器包装リサイクル法 
    家電リサイクル法 
    食品リサイクル法 
    建設リサイクル法 
    自動車リサイクル法 
    使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律 
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 ２ 羊蹄山麓地域の一般廃棄物処理基本計画（ごみ処理基本計画） 

 

（１） 計画の概要 

 羊蹄山麓地域７ヶ町村（蘭越町、ニセコ町、真狩村、留寿都村、喜茂別町、京

極町、倶知安町）は、可燃ごみの広域による焼却処理を行っています。平成27年

３月をもって倶知安町に在る焼却炉が稼働を終えることから、新たな方式による

処理を見据えて、羊蹄山麓地域廃棄物広域処理連絡協議会にてごみ処理基本計画

を策定しました。 

 ① 計画期間  平成24年度～平成33年度  10年間 

 ② 新たな可燃ごみ処理の計画について 

       開 始 年 度  平成27年度 

       処 理 方 式  固形燃料化方式 

  施設設置場所  倶知安町内 

  事 業 方 式  民間委託方式 

  

 （２） ごみ発生量の予測について 

 ごみ量の予測方法は、「ごみ処理施設構造指針解説（一般財団法人日本環境衛

生センター編）」（通称「構造指針」）に則して行います。排出原単位（一人一

日あたりのごみ排出量）を回帰式予測（直線式、指数式など）にかけ、相関係数

その他の条件で採用式の選定及び趨勢（すうせい：これから先の成り行きを示す

ものとしての現在の状態。トレンド）を考慮して排出原単位として決定し、将来

人口予測値を乗じてごみ発生量を算出しています。 

 ① 排出原単位 

 排出量の原単位の予測を行った結果、予測値にばらつきがあるため、過去５

年間（平成18年度～平成22年度）の実績値の平均値を採用しています。 

 

              表4-2-1 排出原単位 

        （単位：g/人・日） 

項   目 
排出原単位（５年間の実績の平均値） 

可燃ごみ 生ごみ 不燃・粗大ごみ 資源ごみ 合計 

蘭越町 ２０２ ２０８ １５０ ２０３ ７６３ 

ニセコ町 ３１６ ２３７ ６１ ２７４ ８８８ 

真狩村 ２１９ １３３ ９３ ２６０ ７０５ 

留寿都村 ４５９ １４８ １２６ ３２２ １，０５５ 

喜茂別町 ２６５ ２５４ ７３ ２７３ ８６５ 

京極町 ３２０ １６９ ６９ ２４９ ８０７ 

倶知安町 ３２９ ２４３ １１３ ３１９ １，００４ 
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 ② 羊蹄山麓７ヶ町村の可燃ごみの排出量予測 

 羊蹄山麓７ヶ町村の可燃ごみの排出量を表4-2-2に示します。 

 

 

表4-2-2 羊蹄山麓７ヶ町村の可燃ごみの排出量 

 

                       実績値← →推計値  （単位：トン） 

年度 

種別 
H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

総排出量 4,187 3,963 3,921 3,873 3,998 3,887 3,855 3,820

留寿都村 396 350 353 306 307 333 331 328 

6 ヶ町村計 3,791 3,613 3,568 3,567 3,691 3,554 3,524 3,492

蘭越町 397 384 414 410 443 388 381 374 

ニセコ町 490 532 545 552 580 534 530 526 

真狩村 194 187 176 178 185 174 172 169 

喜茂別町 259 258 247 234 237 235 231 227 

京極町 390 392 392 410 424 393 389 384 

倶知安町 2,061 1,860 1,794 1,783 1,822 1,830 1,821 1,812

 

     →推計値                         （単位：トン） 

年度 

種別 
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 

総排出量 3,785 3,751 3,728 3,701 3,675 3,648 3,623 3,598

留寿都村 325 322 320 317 314 311 309 306

6 ヶ町村計 3,460 3,429 3,408 3,384 3,361 3,337 3,314 3,292

蘭越町 366 359 352 345 337 330 323 316

ニセコ町 522 518 519 519 520 520 520 521

真狩村 166 163 160 157 155 152 149 146

喜茂別町 223 219 216 212 208 204 200 197

京極町 380 376 375 374 373 372 371 370

倶知安町 1,803 1,794 1,786 1,777 1,768 1,759 1,751 1,742
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第５章 将来のごみ量の予測 

 

 １ 人口及び観光客入込客数の予測 

 

 将来のごみ量の予測をするにあっては、本村の将来人口を予測する必要があります。

また、観光客入込客数の多い本村においては、ごみの排出者として、観光客入込客を考

慮する必要もあります。 

人口の推計については、第５次留寿都村総合計画において、国勢調査と住民基本台帳

の人口を用いて、コーホート変化率法により総人口を推計しておりますので、この値を

この計画における本村の将来人口の予測とします。 

観光客入込客数の予測は困難なので、直近の実施値が今後も継続するものとして、平

成23年度の観光客入込客数1360千人を用いる値とします。 

観光客入込客の排出するごみ量を見込む場合、年間の観光客入込客数を定住人口に換

算する必要があります。これは、１日当たりの観光客入込客数となるので、1360千人÷

365日≒3,726人となります。 

よって、将来のごみ量の予測に際して考慮すべき人口は、毎年度の人口の推計値に、

3,726人を加算した値となり、表5-1-1のとおりとなります。 

 

表5-1-1 人口及び観光客入込客数の予測 

 

 

 実績値                               （単位：人） 

年度

種別 
H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 

人 口 2,110 2,112 2,136 2,119 2,067 2,025 1,990 1,992 1,932 1,938 

観光客      3,657 3,532 3,590 3,726  

 注１ 人口は、各年度末の住民基本台帳人口である。 

注２ 観光客の数は、年間観光客入込客数を365で除して得た数である。 



第５章 将来のごみ量の予測 

   - 23 -  

 

 推計値                             （単位：人・％） 

年度

種別 
H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 

人 口 1,951 1,933 1,911 1,889 1,866 1,844 1,822 1,795 1,767 1,740 1,712 

観光客 3,726 3,726 3,726 3,726 3,726 3,726 3,726 3,726 3,726 3,726 3,726 

計 5,677 5,659 5,637 5,615 5,592 5,570 5,548 5,521 5,493 5,466 5,438 

増減率  0.23 -0.32 -0.39 -0.39 -0.41 -0.39 -0.39 -0.49 -0.51 -0.49 -0.51 

 注１ 人口は、第５次留寿都村総合計画における推計人口である。 

注２ 観光客の数は、平成23年度の年間観光客入込客数を365で除して得た数である。 

注３ 増減率は、計の対前年度増減率で、平成24年度の計は、5,664人（＝1,938人＋

3,726人）とする。 

 

 ２ 種類別ごみ発生量の予測 

 

 将来のごみ発生量の予測をするにあっては、過去のごみ排出量のデータをもとに、こ

れまでどおりの生活や事業活動を続けた場合の一般廃棄物の排出量を予測します。 

具体的には、直近２年間の各種類別のごみの発生量の平均値に、表5-1-1の人口及び

観光客入込客数の予測にある増減率を乗じて、各種類別のごみの発生量を算出します。 

この結果を表5-2-1及び図5-2-1で示します。 

 

表5-2-1 種類別ごみ発生量の予測 

 

 

直近２年間のごみ発生量とその平均値 （単位：㎏）
年度

種別 平成23年度 平成24年度
可燃 304,960 318,370 311,665
不燃・粗大 69,445 71,860 70,653
　うち不燃 61,155 64,470 62,813
　うち粗大 8,290 7,390 7,840
資源 202,100 210,170 206,135
生ごみ 98,050 94,165 96,108
有害・その他 3,690 4,600 4,145

合　計 678,245 699,165 688,706

左の平均値
直近２年間のごみ発生量
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（人口等の増減率に基づく各年度のごみ発生量の㎏単位での算出）

年度

種別

増減率(％) 0.23 -0.32 -0.39 -0.39 -0.41 -0.39

可燃 311,665 312,382 311,382 310,168 308,958 307,691 306,491

不燃・粗大 70,653 70,815 70,589 70,313 70,039 69,752 69,480

　うち不燃 62,813 62,957 62,756 62,511 62,267 62,012 61,770

　うち粗大 7,840 7,858 7,833 7,802 7,772 7,740 7,710

資源 206,135 206,609 205,948 205,145 204,345 203,507 202,713

生ごみ 96,108 96,329 96,021 95,647 95,274 94,883 94,513

有害・その他 4,145 4,155 4,142 4,126 4,110 4,093 4,077

合　計 688,706 690,290 688,082 685,399 682,726 679,926 677,274

平成30年度

（単位：㎏）

上表右列 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

 
 

 

年度

種別

増減率(％) -0.39 -0.39 -0.49 -0.51 -0.49 -0.51

可燃 306,491 305,296 303,800 302,251 300,770 299,236

不燃・粗大 69,480 69,209 68,870 68,519 68,184 67,836

　うち不燃 61,770 61,529 61,228 60,916 60,618 60,309

　うち粗大 7,710 7,680 7,642 7,603 7,566 7,527

資源 202,713 201,922 200,933 199,908 198,928 197,913

生ごみ 94,513 94,144 93,683 93,205 92,748 92,275

有害・その他 4,077 4,061 4,041 4,020 4,000 3,980

合　計 677,274 674,632 671,327 667,903 664,630 661,240

（単位：㎏）

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

（人口等の増減率に基づく各年度のごみ発生量の㎏単位での算出・つづき）

 
 

 

（上記で算出した各年度のごみ発生量のトン単位）

年度

種別

可燃 312 311 310 309 308 306 305

不燃・粗大 71 71 71 70 70 70 70

　うち不燃 63 63 63 62 62 62 62

　うち粗大 8 8 8 8 8 8 8

資源 207 206 205 204 204 203 202

生ごみ 96 96 96 95 95 95 94

有害・その他 4 4 4 4 4 4 4

合　計 690 688 686 682 681 678 675

平成31年度

（単位：トン）

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
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（上記で算出した各年度のごみ発生量のトン単位・つづき）（単位：トン）

年度

種別

可燃 304 302 301 299

不燃・粗大 69 69 69 68

　うち不燃 61 61 61 60

　うち粗大 8 8 8 8

資源 201 200 199 198

生ごみ 94 93 93 92

有害・その他 4 4 4 4

合　計 672 668 666 661

平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

 

 

 

図5-2-1 種類別ごみ発生量の予測 
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 ３ 資源化・リサイクル率の予測 

 

 現在の資源ごみ及び生ごみの資源化に加え、平成27年度からは可燃ごみの固形燃料化

処理が開始されるので資源化・リサイクル率の向上が見込まれます。 

可燃ごみ及び不燃・粗大ごみに係る資源化・リサイクル率は、平成23年度において、

羊蹄山麓地域廃棄物広域処理連絡協議会が実施した固形燃料製造試験の結果に基づき、

可燃ごみは55％(≒58％)、不燃・粗大ごみは50％(≒55.5％)と見込み、表5-3-1及び図

5-3-1のとおり、資源化量とリサイクル率の推移を予測します。 

また、本計画において、資源ごみの排出量は、直近２年間の発生量の平均値に人口等

の増減率を乗じて算出していますが、資源ごみの回収率は、表5-3-2のとおりと想定し

ます。 

 

表5-3-1 資源化量とリサイクル率の推移予測 

 

（単位：トン、％） 
年度

種別 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 

可燃ごみ(55.0%)) 0 171 170 169 168 168 167 166 166 164

不燃粗大(50.0%)) 0 36 35 35 35 35 35 35 35 34

資源ごみ(100.0%)) 206 205 204 204 203 202 201 200 199 198

生 ご み(100.0%)) 96 96 95 95 95 94 94 93 93 92

合計  資源化量 302 508 504 503 501 499 497 494 493 488

全ごみ発生量   688 686 682 681 678 675 672 668 666 661 

リサイクル率   43.9 74.1 73.9 73.9 73.9 73.9 74.0 74.0 74.0 73.8 
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図5-3-1 資源化量とリサイクル率の推移予測 
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表5-3-2 資源ごみの回収率（想定） 

 

（単位：トン、％） 
年度

品目 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24～  H26～

スチール缶 
60％ 70％ 80％  90％ 

アルミ缶 

無色ガラス 

60％ 70％ 80％  90％ 茶色ガラス 

その他ガラス 

ペットボトル 40％ 50％ 60％  80％ 

その他ﾌﾟﾗ製容器包装 20％ 30％ 40％  60％ 

紙パック 
40％ 45％ 50％  60％ 

ダンボール 

その他紙製容器包装 － － －  50％ 

 前期一般廃棄物処理基本計画より  
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 ４ 最終処分量の予測 

 

 最終処分場に搬入した焼却残渣及び破砕残渣の推移及び最終処分場に搬入されたもの

の算定容量( )及びこれに基づく最終処分場の使用容量の割合（％）の推移は、第３章

の表3-3-1及び表3-3-2で示しているとおりですが、これを基に、最終処分場に搬入した

焼却残渣及び破砕残渣の状況を表5-4-1のとおり示します。 

 また、表5-4-1の左表最終処分場に搬入した焼却残渣及び破砕残渣の平成23年度と平

成24年度の平均量を基とし、これに、本章の表5-1-1の推計値で用いた増減率を乗じて、

表5-4-2のとおり、最終処分場に搬入する焼却残渣及び破砕残渣を見込みます。 

 

 

表5-4-1 最終処分場に搬入した焼却残渣及び破砕残渣の状況 

 

（単位：トン）   

年度 

種別 
H15～H24 H23-H24 平均  測量実施年度 H24 水平満杯 

焼却残渣 534 51  算定容量( ) 1845.3 3097.5 

不燃ごみ 26 －  使用容量(％) 60 100 

破砕残渣 735 60     

合 計 1295 111     

 

 

 

表5-4-2 最終処分場に搬入する焼却残渣及び破砕残渣の見込み 

 

                                （単位：トン・％） 

年度 

種別 
H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 

焼却残渣 51 51 51 51 51 51 51 51 51 51 51 

破砕残渣 60 60 60 60 60 60 60 60 60 60 60 

合 計 111 111 111 111 111 111 111 111 111 111 111 

増減率  0.23 -0.32 -0.39 -0.39 -0.41 -0.39 -0.39 -0.49 -0.51 -0.49 -0.51 
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 最終処分場に搬入する焼却残渣及び破砕残渣を表5-4-2のとおり見込んだところです

が、平成27年度からは可燃ごみの固形燃料化処理が開始され、資源化・リサイクル率の

向上が見込まれますので、これを考慮して、表5-4-2を校正する必要があります。 

その方法は、本章の表5-3-1で示したとおり、可燃ごみのリサイクル率は55％、不

燃・粗大ごみのリサイクル率は50％でありますが、可燃ごみのリサイクルできなかった

部分は受託事業者によって処理され、当村の最終処分場には搬入されませんので、平成

27年度以降当村の最終処分場に搬入される焼却残渣は発生しないこととなり、表5-4-2

の破砕残渣の50％のみが本村の最終処分場に搬入されることとなります。 

これを表5-4-3のとおり示します。 

 なお、表5-4-1により、1295ｔ＝1845.3 なので、水平満杯の3097.5 は、2173ｔと

なります。よって、平成25年度以降878ｔの搬入が可能ということになり、表5-4-3によ

るなら、平成25年度から平成35年度までの最終処分場への搬入量は492ｔなので、期間

中の最終処分場の残余容量は十分であり、平成47年度まで使用可能と予測されます。 

 

表5-4-3 最終処分場に搬入する焼却残渣及び破砕残渣の見込み（校正後） 

 

                                （単位：トン） 

年度 

種別 
H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 

焼却残渣 51 51 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

破砕残渣 60 60 30 30 30 30 30 30 30 30 30 

合 計 111 111 30 30 30 30 30 30 30 30 30 
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第６章 ごみ処理の課題 

 

 １ 収集・運搬の課題 

 

 （１） ごみステーション 

     留寿都村では、ごみステーションに出されたごみを収集し、運搬します。ごみス

テーションは約60箇所あり、村が、ごみ集積箱を各町内会・地区に設置しています。 

     ごみステーションは、町内会・地区単位で位置を協議決定し、町内会・地区に管

理（清掃）していただくことを前提に、o村が、ごみ集積箱を置くものです。 

     本村の収集ごみは分別数が多いことから、分別の不徹底やごみステーション内の

ごみの氾濫が懸念される外、経年による損傷や不具合も心配されます。 

     広報・啓発活動の徹底と町内会・地区の協力により、ごみステーションの適切な

維持に努めます。 

 

 （２） 収集・運搬 

     収集・運搬は、村が民間委託で行っており、今後も収集運搬業者と連絡体制を密

に取りあい、ごみステーション状況の把握や不適正排出に対応する必要があります。 

     また、「委託業務仕様書」を定め、適正な処理に努め、廃棄物処理法第６条の２

及び留寿都村廃棄物の処理及び清掃に関する条例第７条の規定に基づき、生活環境

の保全上支障が生じないうちに収集運搬するものとし、実施に当たっては、廃棄物

の処理及び清掃に関する法律施行令第３条に定める「一般廃棄物処理基準」ほか関

係法令等の定めるところにより行います。 

 

 （３） 不法投棄、不適正排出 

     ごみの投げ捨てや不法投棄、ごみステーションへの不適正排出は、行政や地域住

民間だけで解決することは困難であり、住民全ての問題として受け止めなければな

りません。問題を解決するためには、基本的に不適正排出者に直接訴えるのが最も

有効でありますが、後手に回りがちなこの問題に対して、広報・啓発活動の徹底に

よって、住民一人ひとりのモラルの向上を図るなど、地道に対策を講じる必要があ

ります。 

 

 ２ 減量化・資源化の課題 

 

 （１） 排出抑制・再資源化 

     本村のごみ排出量は、平成15年度から大きく減少しています。特に、村内のリゾ

ート施設が生ごみを自己処理することとなった平成18年度に大きく減少し、その後

も減少傾向が続きましたが、平成23年度をもって、減少の傾向が一旦止まり、平成

24年度は前年度より増加しました。 
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ごみの減量についての住民意識や資源物との分別の徹底が徐々に定着してきたこ

とが本村のごみ排出量の減少傾向の要因と思われますが、平成24年度に増加に転じ

たことが一時的な現象なのかも含めその要因は、はっきりしません。 

しかし、引き続き、ごみの減量についての住民意識の向上に努めるほか、資源物

との分別を徹底し、資源化を促進する必要があります。 

 

 （２） 使用済小型電子機器等の回収 

     使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（平成24年法律第57号。以

下「小型家電リサイクル法」という。）が平成25年４月１日から施行しています。 

本村においても、小型家電リサイクル法の趣旨を踏まえ、平成25年11月１日から

役場、公民館で拠点回収を開始したところです。資源物の収集の拡大を図ることで、

不燃・粗大ごみの排出量を抑制するものであります。 

 

 ３ 生ごみ広域処理施設の整備に係る課題 

 

 （１） 真狩村食品リサイクルセンター後継施設の整備 

     真狩村、喜茂別町及び京極町との４町村の広域処理を行っている生ごみは、平成

25年３月に真狩村食品リサイクルセンターが稼働できなくなっており、真狩村を介

して、民間委託方式により、堆肥化処理をしています。 

しかし、これは緊急避難的な措置であり、真狩村食品リサイクルセンターの後継

施設を関係町村で整備するとの方針で、事務を進めます。 

 

 ４ 最終処分場の課題 

 

 （１） 最終処分場の課題 

     現在の留寿都村一般廃棄物最終処分場は、平成22年度までの使用予定の計画にて

平成14年12月に供用開始しました。現時点において、ごみの資源化等の取り組みに

より平成31年度まで使用可能と見込まれますが、更に、平成27年度からの可燃ごみ

の固形燃料化処理により、平成47年度頃までの使用が可能と思われます。 

引き続き、ごみの排出抑制や資源化の促進により、一層のごみ減量化を図り、最

終処分場の延命化に努める必要があります。 
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第７章 ごみ処理基本計画 

 

 １ 基本理念 

 

本村では、これまで廃棄物の減量化と再資源化など環境保全に向け、住民と連携した

取組みが進められてきたものの、地域環境において通常の事業活動や日常生活から生ず

る環境負荷が、今日の課題として浮き彫りになっています。人間活動による自然環境へ

の負荷を減らし豊かなまちづくりを進めるため、また、温暖化防止などの地球環境の保

全にもつながることから、ごみにおける資源やエネルギーが持続的に循環できる様々な

仕組みを地域に定着させる施策を推進していきます。 

 

 （１） ごみの発生抑制と再使用の促進 

     廃棄物の発生抑制は、ゼロ・ウエイト（資源の浪費、無駄をなくすという概念）

と同様に３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）の中でも最優先されるもので

す。 

生産段階からごみを出さないようにするとともに、不要となったものをごみとせ

ず、再使用することによってごみを発生させないことが重要です。 

 

 （２） 資源化の推進やリサイクル活動等の促進 

     可能な限り資源として再生利用し、環境に負荷を与えないリサイクルを促進し、

不用品の再利用によるごみの減量化を目的とした住民活動の促進を図ります。 

 

 （３） 環境教育の充実 

     環境について、住民が関心を持ってもらえるように働きかけ、ごみの減量、リサ

イクルの推進、ごみ分別や環境保全の必要性などについて積極的な情報発信に努め

ます。 

 

 （４） 環境にやさしいごみ処理体制の整備 

     ごみ処理の安全性確保と住民の信頼確保に努め、収集・運搬・中間処理・処分に

あたっては、環境への負荷をできる限り少なくし、住民、関係機関と連携しながら

適正処理に向けた体制を構築します。 

 

 ２ 計画の目標 

 

 （１） 国や北海道の目標量と本村との比較 

 

① 国の一般廃棄物の減量化の目標量 

「廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進

を図るための基本的な方針」（平成13年５月環境省告示第34号）について、平成 
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22年度以降の廃棄物の減量化の目標量等を定めることが必要であることに鑑み、

また、「廃棄物処理制度の見直しの方向性」（平成22年１月25日中央環境審議

会）等を踏まえ、本村の予測値を国の目標値と比較しました。 

 

 

表7-2-1 国の目標値との比較 

 

 国 留寿都村 

項 目 目 標 実績値 予測値 比 較 

H19 対 H27  平成27年度 平成19年度 平成24年度 平成27年度  
一般廃棄物
総排出量 

平成19年度比約
５％削減 

801ﾄﾝ 698ﾄﾝ 686ﾄﾝ 14.4％削減 

再生利用率 約25％に増加 45.2% 43.6% 74.1% 28.9ﾎﾟｲﾝﾄ上昇 

最終処分量 
平成19年度比約
22％削減 

141ﾄﾝ 111ﾄﾝ  30ﾄﾝ 78.7％削減 

（参考） 
最終処分率 

H19年度約12.4% 
H27年度約10.1% 

17.6% 15.9% 4.4% 13.2ﾎﾟｲﾝﾄ減 

                                   （参考の最終処分率は独自算定） 

 

 

② 北海道の目標 

北海道廃棄物処理計画（平成22年４月「第３章 目標及び施策展開の基本的な

考え方」から一般廃棄物に係る減量化等の目標値のみ抜粋）による目標値を本村

の予測値と比較しました。 

 

表7-2-2 北海道の目標値との比較 

 

 北海道 留寿都村 

項 目 目 標 実績値 予測値 比 較 

H19 対 H26  平成26年度 平成19年度 平成24年度 平成26年度  
一般廃棄物
総排出量 

平成19年度比約
15％削減 

801ﾄﾝ 698ﾄﾝ 688ﾄﾝ 14.1％削減 

再生利用率 
約30％以上 
とする 

45.2% 43.6% 43.9% 1.3ﾎﾟｲﾝﾄ上昇 

最終処分量 
平成19年度比約
29％削減 

141ﾄﾝ 111ﾄﾝ 111ﾄﾝ 21.3％削減 

（参考） 
最終処分率 

H19年度約24.1% 
H26年度約20.0% 

17.6% 15.9% 16.1% 1.5ﾎﾟｲﾝﾄ減 

                                   （参考の最終処分率は独自算定） 
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 （２） 留寿都村の目標量（値）の設定 

 

国の目標量と本村を比較すると、本計画の基準年度である平成24年度で既に目標

量を達成しています。本村は既に一定水準に達していますが、今後も最終処分量の

減量化を推進し、国や北海道の目標量との整合性を図りながら、本計画におけるご

み排出量、リサイクル率、最終処分量の目標量を定めます。 

 

表7-2-3 留寿都村の目標量の設定 

 

項 目 
実績値 予測値 目 標 値（平成35年度） 

平成19年度 平成24年度 平成35年度 目標設定 目標量 
一般廃棄物
総排出量 

801ﾄﾝ 698ﾄﾝ 661ﾄﾝ 
平成24年度比約
6.0％削減 

656ﾄﾝ 

再生利用率 45.2% 43.6% 73.8% 
平成24年度比約
30.4ﾎﾟｲﾝﾄ上昇 74.0% 

最終処分量 141ﾄﾝ 111ﾄﾝ 30ﾄﾝ 
平成24年度比約
73.0％削減 

29ﾄﾝ 

（参考） 
最終処分率 

17.6% 15.9% 4.5% 
平成24年度比約
11.5ﾎﾟｲﾝﾄ減 

4.4% 

 

 

① 一般廃棄物総排出量 

本村の人口は今後減少が見込まれますが観光地としての特性があり、ごみの発

生抑制に向け、家庭系ごみとともに事業系ごみの減量化にも取り組む必要があり

ます。平成35年度における計画の数値目標は、人口推移も参酌し、平成24年度実

績より6.0％削減し656トンとします。 

 

② 再生利用率 

本村の再生利用率（リサイクル率）は、既に高水準に達していますが、平成27

年度からの可燃ごみの固形燃料化処理により、更なるリサイクル率の向上が見込

まれますので、リサイクル率の向上に向けて、今以上の施策の展開を図ります。 

 

③ 最終処分量 

３Ｒを推進することにより、最終処分量も減少します。また、平成27年度から

の可燃ごみの固形燃料化処理により、最終処分量が大きく減少します。これらに

よる、ごみ処理の計画の円滑な推進により、平成35年度における計画の数値目標

として、平成24年度実績より約73％削減し、29トンとします。 
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 ３ 基本方針に基づく今後の取り組み 

 

数値目標達成に向け、村が取り組んでいく主な施策を次のとおりとします。 

 

 （１） ごみの発生抑制と再使用の促進 

     ごみそのものを発生させない仕組みとしての対策を進めるには、住民の自主的な

取り組みが不可欠です。発生抑制・再使用を重視したまちづくりを進めるとともに、

ごみに対する関心を深めるための基本的な仕組みを構築していきます。 

【住民への対応】 

① ごみを出さないライフスタイルの啓発 

不要なものは買わない、使い捨て商品の購入は控え繰り返し使える商品を購入

する等ごみの発生抑制を心がける啓発をします。 

② マイバック運動などの推進 

レジ袋の削減やマイ箸による割り箸ごみの削減等、ごみの発生抑制を心がける

啓発をします。 

③ 修理・修繕の推進 

修理・修繕などによる、再使用を推進します。 

④ 生ごみ減量化の推進 

生ごみの分別収集から相当期間が経過しており、ちょっとした工夫で減量化が

図られます。食材は使い切る、食べ残しはしない、ごみに出すときは水切りをす

ることにより大きな減量効果が得られます。 

⑤ 不用品交換運動の推進 

不用品等の再使用を促進するため、フリーマーケットの開催や情報提供を行う

体制を構築します。 

【村の対応】 

① 村における３Ｒの取り組み 

関係部局と連携をとりながら、自ら積極的に３Ｒ行動を実践します。 

② 住民への情報提供 

広報るすつ、村民カレンダー、ホームページへの掲載、分別パンフレット等啓

発用チラシ、イベント等の活用により、住民への情報を提供します。 

 

 （２） 資源化の推進やリサイクル活動等の促進 

     ごみは、混ぜれば廃棄物、分別すれば資源となります。適正排出を推進し、住民

のリサイクル活動の促進に向けた体制を構築します。 

【ごみの適正排出】 

① 分別排出ルールの指導・啓発 

ごみの分別を徹底するため、分別パンフレットの配布、ごみステーションなど

の実態の把握により、指導・啓発に取り組みます。 
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② 違反ごみ等への対応 

分別ルールに違反しているごみは、収集時に違反シールを貼付して注意を促し

ます。 

【種類別のリサイクル推進】 

① 容器包装廃棄物のリサイクル推進 

容器包装廃棄物の資源化を推進するためには、継続して収集を行う必要があり

ます。分別排出ルールの啓発や指導を強化します。 

② 古紙類のリサイクル推進 

新聞、雑誌、ミックスペーパー等は、今後も引き続き現行の回収方法により分

別回収を推進します。 

③ 生ごみのリサイクル推進 

家庭から排出される生ごみの分別リサイクルは、重要事項です。排出ルールの

啓発や指導を強化します。 

④ 可燃ごみのリサイクル推進 

平成27年度から施行する可燃ごみの新処理方法としての固形燃料化によるリサ

イクルは、今後の最重要課題です。新処理方式の施行に向け、紙オムツなどの燃

料化不適物の分別方法を検討・確立し、普及啓発を推進します。 

⑤ 古着・古布及び使用済み食用油のリサイクル推進 

役場、公民館等で拠点回収している古着・古布のリサイクル率向上に向けた方

策を検討します。また、同様に、使用済み食用油のリサイクルについても、今後

も引き続き現行の方法により推進します。 

⑥ 小型電気電子機器のリサイクル推進 

使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律が平成25年４月１日から

施行していることから、本村においても、平成25年11月１日から役場、公民館で

拠点回収を開始したところです。資源物の収集の拡大を図ることで、不燃・粗大

ごみの排出量を抑制するものであります。 

 

 （３） 環境教育の充実 

     ごみや環境について子供の頃から意識を持つこと、ごみについて実際に見たり聞

いたりすることは、何より実感があり環境政策への理解と相互協力が向上します。 

① ごみ処理パンフレットの配布・出前講座の実施 

ごみはどういう仕組みで処理されるのかを知ることで、興味を持ってもらえる

ように、小学校・中学校などへパンフレットを配布します。更に、出前講座など

を実施し、意識向上を目指します。 

 

 （４） 環境にやさしいごみ処理体制の整備 

     ごみ処理の安全性確保と住民の信頼確保に努め、収集・運搬・中間処理・処分に

あたっては、地球温暖化防止にも配慮されるよう環境への負荷をできる限り少なく

し、住民、関係機関と連携しながら、適正処理に向けた体制を構築します。 
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① ごみの適正排出 

分別排出ルールの指導・啓発を強化し、環境への負荷が少ない適正排出を促進

します。 

② ごみの収集運搬計画 

地域特性等を考慮した体制の適宜見直し、ごみステーションの維持・管理にお

ける住民との協力と信頼関係が図られるよう努め、より効率的な収集運搬体制を

検討・整備します。 

③ 適正処理困難物への対応 

村では家庭から排出されるごみのうち、適正な処理が困難なもの（適正処理困

難物）や有害なもの、危険性があるもの等を「排出禁止物」としています。これ

らのものは、販売業者や専門業者に排出者自ら処分を依頼するなど適正に対応す

る必要があります。なお、有害なもののうち、乾電池、蛍光管、電球、水銀体温

計については処理ルートがあるので、有害ごみとして収集しています。適正な処

理が推進されるよう、分別パンフレットやチラシ等において住民周知を進めます。 

④ 不法投棄防止の啓発と自然環境の保全 

不法投棄やポイ捨てはなかなか無くなりません。村の定期的なパトロールの実

施、近隣住民からの情報提供や啓発看板の設置、クリーン作戦など地域協力を通

して村全体の意識の向上を図り、住民・関係機関と連携して不法投棄の防止と自

然環境の保全を推進します。 
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 ４ 分別して収集するものとしたごみの種類及び分別の区分 

ごみの分別収集は、現行の収集体制を当面継続します。 

 

図7-4-1 ごみの種類・分別区分及びその収集体制 

品  目  収集・運搬  中間処理  最終処分 
       
燃やせるごみ ⇒ 収集運搬 ⇒ 倶知安町へ委託 ⇒ 最終処分場 

  (村・委託)  倶知安町清掃セ  (焼却残渣) 

    ンター（焼却）   
       
燃やせないごみ ⇒ 収集運搬 ⇒ 蘭越町へ委託 ⇒ 最終処分場 

  (村・委託)  蘭越町粗大ごみ  (破砕残渣) 

粗大ごみ ⇒ 戸別回収運搬  処理施設（分別   

  (村・委託)  破砕）   
       
生ごみ ⇒ 収集運搬 ⇒ 真狩村へ委託 ⇒ 再生利用 

  (村・委託)  真狩村食品リサ   

    イクルセンター   

    （堆肥化）    

資源ごみ       

空き缶（スチール・ ⇒ 収集運搬 ⇒ 委託(圧縮保管) ⇒ 再生利用 

アルミ）・空きびん  (村・委託)     

・ペットボトル       

その他プラ製容器包 ⇒ 収集運搬 ⇒ 委託(圧縮保管) ⇒ 再生利用 

装  (村・委託)     

新聞・チラシ・雑誌 ⇒ 収集運搬 ⇒ 委託処理 ⇒ 再生利用 

・書籍・段ボール・  (村・委託)     

紙（牛乳類）パック       

紙製容器包装 ⇒ 収集運搬 ⇒ 委託処理 ⇒ 再生利用 

  (村・委託)     

古着・古布 ⇒ 役場及び公民館に置く専用の回収ボックスに ⇒ 再生利用 

使用済み食用油 ⇒ 自ら搬入（事業者引渡し） ⇒ 再生利用 

使用済小型電子機 ⇒  ⇒ 再生利用 

器等     
       
有害ごみ ⇒ 収集運搬 ⇒ 委託処理 ⇒ 無害化処理 

  (村・委託)     

  現時点において、真狩村食品リサイクルセンターは休止しており、代替施設の建設等の

対応を検討しているところです。それまでの間は、真狩村において、民間施設において委

託処理（堆肥化）しています。 
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 ５ ごみの適正処理及びこれを実施する者に関する基本的事項 

 

 （１） 収集形態等 

① 一般廃棄物 

ごみステーション方式による収集をすることとしています。収集の回数につい

ては、当面現状と同様とします。ただし、平成27年度以降の燃やせるごみの処理

方式の変更に向け、適宜、検討します。 

  ア） 燃やせるごみ       ： 週１回 

  イ） 燃やせないごみ      ： 月２回 

  ウ） 生ごみ          ： 週２回 

  エ） 資源ごみ 

          缶、びん、ペットボトル ： 週１回 

          その他プラ製容器包装  ： 週１回 

          次以外の紙類      ： 月２回 

          紙製容器包装      ： 月２～３回 

  オ） 有害ごみ         ： 月１回 

② 粗大ごみ 

月１回、戸別回収することとしています。当面現状と同様とします。 

粗大ごみは、破砕・分別して、燃やせるごみとして扱うことができるものは焼

却処理、リサイクルできるものは資源化し、残ったもの（残渣・不燃）は埋立処

分しています。 

③ 排出禁止物等 

ごみを収集・運搬・処理する際、機器や設備に著しい汚損、損壊するなどの、

適正に処理が出来なくなるものを指定しています。 

  ア） 危険性、引火性のあるもの 

  イ） 有害性のあるもの 

  ウ） 処理施設の機能を損なうおそれのあるもの 

  エ） その他、ア）からウ）以外の処理が困難なもの 

 

 （２） 収集・運搬体制 

町内会等が管理するごみステーション方式を継続し、環境面や衛生面に配慮しな

がら、業務の効率化を図ります。詳細は、６の収集・運搬体制計画に示します。 

 

 （３） 中間処理・最終処分 

燃やせるごみの処理方式の変更に伴い、適宜、検討する必要があります。詳細は、

７の中間処理計画及び８の最終処分計画に示します。 
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 ６ 収集・運搬体制計画 

 

 （１） 平成26年度までの一般廃棄物 

一般廃棄物の分別収集は、平成26年度までは現行の収集体制を継続します。ただ

し、燃やせるごみの処理方式の変更に向け、適宜、分別方法等を試行し、平成27年

度からの移行をスムーズに行う必要があります。 

 

 

表7-6-1 ごみの種類・分別区分及びその収集体制（平成26年度まで） 

 

種類 分別区分 排出方法 収集方法 収集回数 

燃
や
せ
る
ご
み 

紙くず、貝殻、布類、木竹類、食

用廃油（固形）、鳥・豚・牛の

骨、トウモロコシの芯、紙ｵﾑﾂ、

衛生用品など 

指定専用袋（赤色） 
ごみステー

ション方式 
週１回 

燃
や
せ
な
い
ご
み 

ゴム、皮類、ガラス類、金属類、

せともの類、アルミホイル、スプ

レー缶、一斗缶、ガラスの油びん

など 

指定専用袋（青色） 
ごみステー

ション方式 
月２回 

粗
大
ご
み 

机、椅子、タンス、書棚等の木製
家具、梱包材、板きれ、倒木類、
剪定枝等の木製のもの、電子レン
ジ、石油ストーブ等の家電製品、
自転車、三輪車等の金属製品、布
団、ソファー、絨毯等の木製以外
のもの、スキー、スキー靴、90㍑
以内の石油タンク、断熱材など 

ごみ処理券貼付 
 

戸別回収 月１回 

生
ご
み 

台所の生ごみ、魚の骨、野菜・肉
のくず、残飯、果物くず、卵の殻
など 

指定専用袋（生分解性袋） 
ごみステー
ション方式 

週２回 

資
源
ご
み 

空き缶（スチール・アルミ）・空

きびん・ペットボトル 
透明袋 

ごみステー

ション方式 

週１回 

その他プラ製容器包装 透明袋 週１回 

ミックスペーパー 白地の紙袋 

月２回 新聞・チラシ・雑誌・書籍・段ボ

ール・紙（牛乳類）パック 
ひもで結束 

紙製容器包装 
透明袋 

月２～３

回 

古着・古布 
役場及び公民館に置く専用の回収ボックスに

自ら搬入 
随 時 使用済み食用油 

使用済小型電子機器等 
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有
害
ご
み 

蛍光灯・電球・体温計 
透明袋 ごみステー

ション方式 
月１回 

乾電池 電池回収箱 

 

 （２） 平成27年度以降の一般廃棄物 

平成27年度からの燃やせるごみの処理方式の変更に向け、分別区分を適宜見直し、

平成26年度は転換期にあたるため、試行的な分別を実施します。 

 

表7-6-2 ごみの種類・分別区分及びその収集体制（平成27年度以降） 

 

種類 分別区分 排出方法 収集方法 収集回数 

燃
や
せ
る
ご
み 

燃やせるごみ（固形燃料化不適物

を除く。） 
指定専用袋（未定） 

ごみステー

ション方式 
週１回 

衛生ごみ（紙おむつ・生理用品

類） 

透明袋に入れた上で指定専用

袋（未定）に入れる又は衛生

ごみのみで指定専用袋（未

定）に入れる 

燃
や
せ
な
い
ご
み 

ゴム、皮類、ガラス類、金属類、

せともの類、アルミホイル、スプ

レー缶、一斗缶、ガラスの油びん

など 

指定専用袋（青色） 
ごみステー

ション方式 
月２回 

粗
大
ご
み 

机、椅子、タンス、書棚等の木製
家具、梱包材、板きれ、倒木類、
剪定枝等の木製のもの、電子レン
ジ、石油ストーブ等の家電製品、
自転車、三輪車等の金属製品、布
団、ソファー、絨毯等の木製以外
のもの、スキー、スキー靴、90㍑
以内の石油タンク、断熱材など 

ごみ処理券貼付 
 

戸別回収 月１回 

生
ご
み 

台所の生ごみ、魚の骨、野菜・肉
のくず、残飯、果物くず、卵の殻
など 

指定専用袋（生分解性袋） 
ごみステー
ション方式 

週２回 

資
源
ご
み 

空き缶（スチール・アルミ）・空

きびん・ペットボトル 
透明袋 

ごみステー

ション方式 

週１回 

その他プラ製容器包装 透明袋 週１回 

ミックスペーパー 白地の紙袋 

月２回 新聞・チラシ・雑誌・書籍・段ボ

ール・紙（牛乳類）パック 
ひもで結束 

紙製容器包装 
透明袋 

月２～３

回 
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資
源
ご
み 

古着・古布 
役場及び公民館に置く専用の回収ボックスに

自ら搬入 
随 時 使用済み食用油 

使用済小型電子機器等 

有
害
ご
み 

蛍光灯・電球・体温計 
透明袋 ごみステー

ション方式 
月１回 

乾電池 電池回収箱 

 

 （３） 村では収集・処分しないごみ 

 

表7-6-3 村では収集・処分しないごみ 

分  類 ごみの種類 適 用 

家電リサイクル法（対象

機器） 

テレビ、エアコン、洗濯機・乾燥機、冷

蔵庫・冷凍庫 

販売店など取扱店 

資源有効利用促進法（指

定再資源化製品） 

小型二次電池（充電式電池） 販売店など取扱店 

専用ﾘｻｲｸﾙﾎﾞｯｸｽ 

自動車リサイクル法 自動車 販売店など取扱店 

特別管理一般廃棄物 注射針等感染性のおそれのあるもの、電

気機器などに含まれるＰＣＢ（ポリ塩化

ビフェニル）使用部品、特定の焼却施設

から生じたばいじん等 

専門機関など 

危険物 プロパンガスボンベ、バッテリー、消火

器、ガソリン、灯油、ベンジン、劇薬等 

販売店など取扱店 

一般廃棄物の広域的処理

に係る特例の対象となる

廃棄物のうち右欄に掲げ

るもの 

二輪車（バイク）、ＦＲＰ船、ＰＣプリ

ンター用インクカートリッジ、火薬類 

販売店など取扱店 

専門機関 

適正処理困難物 タイヤ 販売店など取扱店 

許可業者 

大量のごみ、事業系ごみ 

 

土砂、灰、石、コンクリートブロック、

倒木・剪定木、家屋解体廃材、ドラム

缶、屋外用灯油タンク（個人以外）、農

機具（取扱店等が引受したものは村で処

分しない） 

販売店など取扱店 

許可業者 

動物の死体のうち右欄に

掲げるもの 

化製場に関する法律第１条に定める「獣

畜」（牛・馬・豚・めん羊・山羊）、所

有者が特定できる犬と猫、指定専用袋

（40リットル）に入らない大きさのもの 

専門機関など 
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 ７ 中間処理計画 

 

 （１） 平成26年度までのごみ処理体制 

平成27年度からの燃やせるごみの処理方式の変更により、現行のごみ処理体制が

変更します。平成26年度までのごみ処理体制を図7-7-1で示します。 

 

図7-7-1 ごみの種類・分別区分及びその収集体制（平成26年度まで） 

 

品  目  収集・運搬  中間処理  最終処分 

       

燃やせるごみ ⇒ 収集運搬 ⇒ 倶知安町へ委託 ⇒ 最終処分場 

  (村・委託)  倶知安町清掃セ  (焼却残渣) 

    ンター（焼却）   

       

燃やせないごみ ⇒ 収集運搬 ⇒ 蘭越町へ委託 ⇒ 最終処分場 

  (村・委託)  蘭越町粗大ごみ  (破砕残渣) 

粗大ごみ ⇒ 戸別回収運搬 ⇒ 処理施設（分別   

  (村・委託)  破砕）   

       

生ごみ ⇒ 収集運搬 ⇒ 真狩村へ委託 ⇒ 再生利用 

  (村・委託)  真狩村食品リサ   

    イクルセンター   

    （堆肥化）    

資源ごみ       

空き缶（スチール・ ⇒ 収集運搬 ⇒ 委託(圧縮保管) ⇒ 再生利用 

アルミ）・空きびん  (村・委託)     

・ペットボトル       

その他プラ製容器包 ⇒ 収集運搬 ⇒ 委託(圧縮保管) ⇒ 再生利用 

装  (村・委託)     

新聞・チラシ・雑誌 ⇒ 収集運搬 ⇒ 委託処理 ⇒ 再生利用 

・書籍・段ボール・  (村・委託)     

紙（牛乳類）パック       

紙製容器包装 ⇒ 収集運搬 ⇒ 委託処理 ⇒ 再生利用 

  (村・委託)     

古着・古布 ⇒ 役場及び公民館に置く専用の回収ボックスに ⇒ 再生利用 

使用済み食用油 ⇒ 自ら搬入（事業者引渡し） ⇒ 再生利用 

使用済小型電子機 ⇒  ⇒ 再生利用 

器等     
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有害ごみ ⇒ 収集運搬 ⇒ 委託処理 ⇒ 無害化処理 

  (村・委託)     

  現時点において、真狩村食品リサイクルセンターは休止しており、代替施設の建設等の

対応を検討しているところです。それまでの間は、真狩村において、民間施設において委

託処理（堆肥化）しています。 

 

 

 （２） 平成27年度からのごみ処理体制 

平成27年度からの燃やせるごみの処理方式の変更による平成27年度からのごみ処

理体制を図7-7-2で示します。 

 

図7-7-2 ごみの種類・分別区分及びその収集体制（平成27年度から） 

 

品  目  収集・運搬  中間処理  最終処分 

       

燃やせるごみ ⇒ 収集運搬 ⇒ 委託(選別処理)   

  (村・委託)     

    固形燃料化処理 ⇒ 再生利用 

       

    資源 ⇒ 再生利用 

       

    残渣 ⇒ 委託施設 

      最終処分場 

       

燃やせないごみ ⇒ 収集運搬 ⇒ 蘭越町へ委託 ⇒ 最終処分場 

  (村・委託)  蘭越町粗大ごみ  (破砕残渣) 

粗大ごみ ⇒ 戸別回収運搬 ⇒ 処理施設（分別   

  (村・委託)  破砕）   

 

生ごみ ⇒ 収集運搬 ⇒ 真狩村へ委託 ⇒ 再生利用 

  (村・委託)  真狩村食品リサ   

    イクルセンター   

    （堆肥化）    
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資源ごみ       

空き缶（スチール・ ⇒ 収集運搬 ⇒ 委託(圧縮保管) ⇒ 再生利用 

アルミ）・空きびん  (村・委託)     

・ペットボトル       

その他プラ製容器包 ⇒ 収集運搬 ⇒ 委託(圧縮保管) ⇒ 再生利用 

装  (村・委託)     

新聞・チラシ・雑誌 ⇒ 収集運搬 ⇒ 委託処理 ⇒ 再生利用 

・書籍・段ボール・  (村・委託)     

紙（牛乳類）パック       

紙製容器包装 ⇒ 収集運搬 ⇒ 委託処理 ⇒ 再生利用 

  (村・委託)     

古着・古布 ⇒ 役場及び公民館に置く専用の回収ボックスに ⇒ 再生利用 

使用済み食用油 ⇒ 自ら搬入（事業者引渡し） ⇒ 再生利用 

使用済小型電子機 ⇒  ⇒ 再生利用 

器等     

       

有害ごみ ⇒ 収集運搬 ⇒ 委託処理 ⇒ 無害化処理 

  (村・委託)     

  現時点において、真狩村食品リサイクルセンターは休止しており、代替施設の建設等の

対応を検討しているところです。それまでの間は、真狩村において、民間施設において委

託処理（堆肥化）しています。 

 

 （３） 中間処理施設計画 

 

① 焼却処理施設 

倶知安町清掃センターの焼却炉（倶知安町へ委託）は、平成27年３月をもって

稼働を終えることから、固形燃料化処理を主体とする民間委託施設となります。 

② 破砕処理施設 

蘭越町粗大ごみ処理施設（蘭越町へ委託）での破砕処理は、平成27年３月をも

って協定期間が終了しますが、引き続き、蘭越町へ委託できるよう、関係町村で

協議することとします。 

③ 生ごみ堆肥化施設 

真狩村食品リサイクルセンター（真狩村へ委託）は現在休止しており、真狩村

との協定期間も平成27年３月をもって終了しますが、代替施設の建設等の対応を

検討しているところです。 
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 ８ 最終処分計画 

 

 （１） 最終処分に関する基本方針 

① 最終処分場は、周辺環境に影響を与えることのないよう、適切な管理・運営に

努めます。 

② ごみの排出抑制、資源化の促進、中間処理により埋立量の減量に努めます。 

 

 （２） 最終処分場計画 

留寿都村一般廃棄物最終処分場は、焼却残渣、破砕残渣、中間処理及びリサイク

ルでの処理に適さないものを埋立処分します。浸出水処理設備の適正管理及び残余

容量の定期的な測量を行います。 

 

 ９ その他ごみに関し必要な事項 

 

 （１） 不法投棄対策 

山間部等における不法投棄を未然に防ぐため、地域や警察と連携し、町内会や周

辺住民の協力のもと、監視体制の強化等を通して、不法投棄がされないような環境

づくりを進めていきます。 
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第８章 生活排水処理基本計画 

 

 １ 計画策定の趣旨 

 

本村では、身近な生活環境や公共用水域の保全を図るため、平成16年度から公共下水

道が供用開始され、合併処理浄化槽の普及と併せて、平成24年度末現在、汚水処理人口

普及率は88.9％、生活排水処理率は77.6％に達しており、生活環境の向上が図られてい

ます。 

今後とも、生活排水の衛生処理の促進を図り、快適な居住環境づくりを進めるため、

生活排水処理基本計画を策定します。 

 

 ２ 基本方針 

 

  (１) 生活排水が、公共下水道又は合併処理浄化槽により適正に処理されるよう、その

普及促進に努めます。 

 

  (２) 公共下水道区域内においては、下水道への接続を指導し、利用促進を図ります。 

 

  (３) し尿及び浄化槽汚泥は、し尿処理場の適正な運転と維持管理を通して衛生的に処

理します。 

 

  (４) 村内河川等の水質保全、周辺環境へ影響を及ばさないよう、浄化槽の適正な維持

管理の徹底、生活雑排水対策など住民と一体になって展開します。 
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 ３ 生活排水の排出の状況 

 

本村における生活排水の排出の状況は、次のとおりです。 

 

 

表8-3-1 生活排水の処理形態別人口 

 

（単位：人、％）      

項          目 平成24年度 

行 政 区 域 内 人 口 １，９３８  

汚

水

処

理 

汚水処理人口 １，７２３  

 公共下水道処理人口 １，４０１  

 公共下水道処理区域外の合併処理浄化槽 ３２２  

非汚水処理人口 ２１５  

汚水処理人口普及率（％） ８８．９  

生

活

排

水

処

理 

水洗化・生活雑排水処理人口 １，５０４  

 公共下水道水洗化人口 １，１８２  

 合併処理浄化槽 ３２２  

未水洗化・生活雑排水処理人口 ４３４  

 単独処理浄化槽 ４１  

 し尿くみ取り ３９３  

生活排水処理率（％） ７７．６  

  ＊ 公共下水道：特定環境保全公共下水道＋農業集落排水 

  ＊ 公共下水道処理人口：下水道処理区域人口 

  ＊ 公共下水道水洗化人口：公共下水道接続人口 
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生活雑排水

し尿

生活雑排水

し尿

汚泥
生活雑排水

し尿

汚泥
生活雑排水

し尿

下　水
処理場

し　尿
処理場

公

共

用

水

域

汲取り便所
家屋

浄化槽

公共
下水道

浄化槽

下水道接続
家屋

合併処理
浄化槽
設置家屋

単独処理
浄化槽
設置家屋

 ４ 生活排水の処理体系及び処理主体 

 

  (１) 処理体系 

本村における生活排水の処理体系は、次の図のとおりです。 

公共下水道及び合併処理浄化槽に接続している家屋の生活排水は、処理し放流さ

れています。単独処理浄化槽及び汲取り便所の家屋から排出される生活雑排水は、

未処理のまま放流されています。し尿及び浄化槽汚泥は、羊蹄衛生センター（倶知

安町：羊蹄山麓環境衛生組合）で処理し、処理水を放流しています。 

 

 

図8-4-1 生活排水の処理フロー 
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  (２) 処理主体 

本村における生活排水の処理主体は、次のとおりです。 

 

 

表8-4-1 生活排水の処理主体 

 

処理施設 区   分 処 理 主 体 

公共下水道 し尿・生活雑排水 留寿都村（留寿都村下水終末処理場） 

合併処理浄化槽 し尿・生活雑排水 各設置者（個人等） 

単独処理浄化槽 し尿 各設置者（個人等） 

し尿処理場 し尿・浄化槽汚泥 羊蹄山麓環境衛生組合（羊蹄衛生センター） 

最終処分場 し尿処理場から排 各構成町村の最終処分場（倶知安町・ニセコ町・ 
 出される焼却灰 真狩村・留寿都村・喜茂別町・京極町） 

 

 ５ 生活排水処理基本計画 

 

  (１) 生活排水処理計画 

 

① 生活排水の処理目標 

 

項    目 
計画策定年次 計画目標年次 

（平成24年度） （平成35年度） 

生 活 排水処理率 ７７．６％  ８５．０％  

 

② 計画人口 

 

項    目 
計画策定年次 計画目標年次 

（平成24年度） （平成35年度） 

行 政 区域内人口 １，９３８人  １，７１２人  

生活排水処理人口 １，５０４人  １，４５５人  
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③ 生活排水の処理形態別内訳 

本村における生活排水の処理形態別内訳の人口の見込みは次のとおりです。 

 

 

表8-5-1 生活排水の処理形態別内訳 

 

（単位：人・％） 

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29
行政区域人口 1,938 1,951 1,933 1,911 1,889 1,866
水洗化・生活雑
排水処理人口 1,504 1,531 1,529 1,523 1,517 1,510

公共下水道水洗化人口 1,182 1,209 1,209 1,205 1,201 1,196
合併処理浄化槽 322 322 320 318 316 314

未水洗化・生活
雑排水処理人口 434 420 404 388 372 356
単独処理浄化槽 41 39 35 31 27 23
し尿くみ取り 393 381 369 357 345 333

生活排水処理率 77.6 78.5 79.1 79.7 80.3 80.9

Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34 Ｈ35
行政区域人口 1,844 1,822 1,795 1,767 1,740 1,712
水洗化・生活雑
排水処理人口 1,504 1,498 1,487 1,476 1,466 1,455

公共下水道水洗化人口 1,192 1,188 1,179 1,170 1,162 1,153
合併処理浄化槽 312 310 308 306 304 302

未水洗化・生活
雑排水処理人口 38 30 22 14 6 0
単独処理浄化槽 19 15 11 7 3 0
し尿くみ取り 321 309 297 284 271 257

生活排水処理率 81.6 82.2 82.8 83.5 84.3 85.0

項　　　目

項　　　目
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排出項目 収集運搬 し尿処理場 運搬 最終処分

家屋等 羊蹄衛生センター

許可・委託 放流

直営

許可 直営 各構成町村の
最終処分場

汚泥

浄化槽汚泥 除砂・し渣
の焼却灰

農地還元

し尿 処理水 公共用水域

  (２) し尿及び浄化槽汚泥の処理の現状 

 

① し尿及び浄化槽汚泥の処理フロー 

平成25年度現在のし尿及び浄化槽汚泥の処理フローは次のとおりです。 

 

 

図8-5-1 し尿及び浄化槽汚泥の処理フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② し尿処理施設の概要 

   １） 事業主体  羊蹄山麓環境衛生組合 

   ２） 施設名称  羊蹄衛生センター 

   ３） 所 在 地  虻田郡倶知安町字比羅夫266番地３ 

   ４） 敷地面積  １２，７８９．４２㎡ 

   ５） 施設規模  ７５ｔ/日 

   ６） 竣  工  昭和４４年１１月 

   ７） 処理方式  一次処理：加湿式二段消化法、 二次処理：標準活性汚泥法 

   ８） 構成町村  倶知安町、ニセコ町、真狩村、留寿都村、喜茂別町、京極町 

 

  (３) し尿・汚泥の処理計画 

 

① 羊蹄山麓環境衛生組合 

し尿及び浄化槽汚泥の処理については、羊蹄山麓環境衛生組合（構成６ヶ町村、

倶知安町、ニセコ町、真狩村、留寿都村、喜茂別町、京極町）で行っています。

収集運搬計画及び処理計画については、羊蹄山麓環境衛生組合の一般廃棄物処理

基本計画によります。 

 

② し尿・汚泥の収集運搬計画 

収集・運搬は、現在羊蹄山麓環境衛生組合による委託及び収集運搬許可業者に

より行っています。今後も、この体制を基本として継続していきます。 
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③ し尿・汚泥の処理計画 

し尿及び浄化槽汚泥の処理については、羊蹄山麓環境衛生組合が管理する羊蹄

衛生センターにおいて、適正に処理されています。今後とも事務組合と連携し、

適正な処理をすすめます。 

 

④ し尿処理施設の現状と今後の計画 

羊蹄衛生センターは、昭和44年の竣工から40年以上経過しており、施設の老朽

化の課題があります。今後の運営及び施設の計画について、羊蹄山麓環境衛生組

合と協議・調整を図りながら検討していきます。 

 

  (４) その他 

生活排水対策の必要性、浄化槽管理の重要性について住民に周知を図るとともに、

浄化槽の定期的な保守点検、清掃及び定期点検について、広報等を通じてその徹底

や啓発活動に努めます。 

 

 


